
番号 事業主 労働局

1 □ □

2 □ □

3 □ □

4 □ □

5 □ □

6 □ □
7 □ □

8 □ □

9 □ □

10 □ □

11 □ □

12 □ □

13 □ □

14 □ □

15 □ □

16 □ □ 訓練に使用した教科書代・教材費を支払ったことを確認するための書類（請求書、振込通知書など）

17 □ □

・計画届提出時に雇用契約書（案）を提出していた場合、実際に本人と締結した雇用契約書（写）
・計画届時提出時から雇用契約内容に変更があった場合、変更後の雇用契約書（写）

申請事業主の従業員が講師であった場合、訓練日における出勤状況を確認するための書類（出勤簿又はタイムカード（写））

・申請書類は□（太字）、添付書類は□で表示しています。提出書類は、番号順に整理してください。

・添付書類（申請書類を除く。）は、返却しないため必ず、　Ａ４サイズにコピー　のうえ提出してください。
また、原本から転記及び別途作成したものではなく、実際に事業場ごとに調製し、記入しているもの、または、原本を複写機
を用いて複写したものを提出するようお願いします。原本から加工・転記したものや別途作成された書類と確認された場合
は、その書類を添付書類とは認められません。

・申請期間は、訓練終了日の翌日から起算して２か月以内です。

・申請する雇用保険適用事業所の被保険者でない方は助成の対象者にはなりません。

・申請する訓練コースが複数ある場合は、各添付書類の右上余白に「年間計画番号」を記入してください。

・下記の書類のほかに、労働局長が審査に必要と判断した書類の提出を求める場合があります。

・届出書・申請書の押印は、雇用保険適用事業所設置届に押印された事業主印と同一としてください。

支払方法・受取人住所届　※既に登録している場合、提出の必要はありません。

 訓練の実施期間中の賃金支払い・所定労働日・所定労働時間の確認書類（※育休中・海外での訓練を除く）

部外講師に対する謝金・手当を支払ったことを確認するための書類（請求書、振込通知書など）

事業外訓練を実施した場合に必要となる書類

入学料・受講料・教科書代などを支払ったことを確認するための書類（振込通知書等及び請求書、受講料
の案内など）
　※専門実践教育訓練の場合であって、事業主及び労働者が入学料及び受講料を負担している場合は、労働者が
支払ったことを確認するための書類（領収書など）を併せて提出してください。

賃金台帳または給与明細書など

事業内訓練を実施した場合に必要となる書類

H29.4.1以降提出
の訓練計画

支給要件確認申立書　（共通要領様式第1号）

就業規則（賃金規定を含む）、シフト表、休日カレンダーなどの所定労働日、所定労働時間が分かる書類

訓練期間中の出勤状況の確認書類（出勤簿またはタイムカード）

チェックシート（この用紙）

人材開発支援助成金 事業主支給申請書　（様式５号）

賃金助成・ＯＪＴ実施助成の内訳 （様式６－１号）

経費助成の内訳　（様式７－１号）
　※専門実践教育訓練の場合、上記経費助成の内訳（様式７－１号）に加え専門実践教育訓練の経費負担額に関す
　　る申立書　　（様式７－３号）

ＯＦＦ－ＪＴ実施状況報告書　(様式８－１号）
　※専門実践教育訓練のうち、通信制による訓練については、スクーリングを実施した時間の実施状況について提出
　　してください。
　※育児休業中の訓練の場合は「育児休業期間中訓練実施結果報告書（育休訓練様式１号）」を提出してください。
　※海外で実施した訓練の場合は「海外訓練実施結果報告書（海外訓練様式1号）」を提出してください。

【各訓練コースに共通して必要となる書類】

提　　出　　書　　類

訓練を実施するための施設・設備借上費を支払ったことを確認するための書類（請求書、振込通知書など）

部外講師に対する旅費を支払ったことを確認するための書類（請求書、振込通知書、旅費規定、旅程計算書など）

※　裏面へ続きます。

人材開発支援助成金（特定訓練コース・一般訓練コース）

支給申請チェックリスト

（H29.9）



18 □ □

19 □ □
20 □ □

21 □ □

22 □ □

23 □ □

24 □ □

25 □ □

○　労働局記載欄

１　確認する帳票

確認

□ 10080-2-1 雇用保険適用事業所台帳 　○　雇用保険適用事業所であるか

□ 10180-2-2 被保険者台帳照会 　○　助成対象者が雇用保険被保険者であるか

□ 労働保険システム 労働保険徴定情報 　○　支給申請時の前年度より前に滞納がないか

２ 　必須確認項目

　○　不足書類及び不備がないか 　□ 有　　　□ 無 ※チェックシートで確認する

福岡助成金センター

　〒812-0013 福岡市博多区博多駅東２-１１-１

福岡合同庁舎本館１階

ＴＥＬ : 092-411-4701 担　当　者

ＦＡＸ : 092-411-4703      【　　　　　　　　　　　】

 労働生産性要件による引き上げを希望する場合

・生産性要件算定シート（共通要領様式第２号）
・与信取引等に関する情報提供に係る承諾書（共通要領様式第３号）
　　※上記の承諾書は生産性の伸び率が１％以上（６％未満）の場合に提出してください。

・算定の根拠となる証拠書類（損益計算書、総勘定元帳、確定申告書Bの決算書や収支内訳書　など）

書
類
提
出
先

受
　
付
　
印

計画受付番号 事業所名

帳票番号 帳　票　名 確　認　事　項

□ 31553 特開金支給要件照会

　　　　不足書類は、平成　　　　年　　　　月　　　　日までに提出してください。
　
　

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上記について確認しました。確認者署名：

　○　計画届の提出日の６カ月前から支給申請日までに解雇等無し

グローバル人材育成訓練のうち海外で訓練等を実施した場合（※外国語で記載されている場合は翻訳された書類）

ＯＪＴ実施状況報告書（雇用型訓練コース）（様式第９－１号）　（原本）

助成対象者毎のジョブ・カード様式３－３－１－１　企業実習・ＯＪＴ用（写）

【特定訓練コースの各訓練に必要な書類】

労働生産性向上訓練のうち職業能力開発促進センターや職業能力開発大学校等で実施する高度職業訓練等を実施した場合

高度職業訓練を受講したことが確認できる書類（修了証（写）等）

労働生産性向上訓練のうち専門実践教育訓練について通信制として講座指定された訓練等を実施した場合

次のいずれかの書類
・専門実践教育訓練の受講証明書・受講修了証明書　　（様式７－４号）
・雇用保険の教育訓練給付金の支給申請に必要な書類として教育訓練施設等が発行する受講証明書又
は専門実践教育訓練修了証明書（写）

特定分野認定実習併用職業訓練、認定実習併用職業訓練及び中高年齢者雇用型訓練（企業単独型訓練）を実施した場合

入学料・受講料・教科書代など・住居費・宿泊費・交通費を支払ったことを確認するための書類（振込通知
書、領収書など）、受講料の案内
住居費・宿泊費を支払ったことを確認するための書類
（住居費の場合は賃貸借契約書など、宿泊費の場合は宿泊申込書）

海外の大学院、大学、教育訓練施設などが発行する訓練の修了証

対象労働者のパスポート


